令和５年度バリューチェーン全体での脱炭素化推進モデル事業事務局　宛
令和５年度バリューチェーン全体での脱炭素化推進モデル事業　申請書　パターン②用
令和５年度バリューチェーン全体での脱炭素化推進モデル事業について、公募要領の記載内容に同意の上、下記のとおり応募します。

※必要に応じて記入枠を拡大してください。ページ数が増えても問題ありません。
	（１）応募申請者の責任者

	ふりがな
	○○

	企業名 (和名)
	○○協会

	部署名等
	○○支部

	役職等
	支部長

	ふりがな
	○○○○　○○○○

	氏名
	○○ ○○


	（２）応募申請者の連絡担当者  （2名まで記入いただけます）

	
	担当者<1>
	担当者<2>

	部署名等
	○○支部　〇〇グループ
	

	役職等
	課長
	

	ふりがな
氏名
	○○○○　○○○○
	

	
	○○ ○○
	

	e-mail アドレス
	xxxx@xxx.co.jp
	

	電話番号
	012-345-6789
	

	住所
	〒123-4567

○○県○○市○○町　X番地X


	〒



	（３）構成企業の情報　（申請者以外の構成企業の名称をすべて記載してください（最大４社まで）（※１）

	構成企業の名称
	企業規模
（該当する場合〇）
	打診状況（いずれかに〇）

	· △△会社
	中小企業　
	参加承諾済　・　打診中　・　未打診

	· □□会社
	中小企業　
	参加承諾済　・　打診中　・　未打診

	· 
	中小企業　
	参加承諾済　・　打診中　・　未打診

	· 
	中小企業　
	参加承諾済　・　打診中　・　未打診


（※１）構成企業等の情報の詳細は別添に記載してください
	（４）取組方針・体制・企業への支援実施内容

	脱炭素化に向けた取組方針・体制
	●自機関の企業の脱炭素化支援に向けた取組方針
〇〇協会ではこれまで顧客企業の経営を〇〇〇〇の面でサポートしてきた。2022年の年次総会において〇〇協会として顧客企業の脱炭素化支援に向けたサービス構築の方針を決議した。
●企業の脱炭素化支援に向けた自機関内の体制
〇〇協会の各支部において顧客企業の脱炭素化に関する相談窓口を設けており、〇〇支部においても2023年4月から稼働させている。
現状、専門部署を設けているわけではなく、各エリアを担当する〇〇士が個別に対応している。なお、支部内の〇〇士に対してはこれまで脱炭素経営に関する研修会を１回開催したのみである。


	企業へ実施してきた脱炭素経営支援の実績
	●顧客企業から脱炭素経営に関する相談状況（無い場合は記入不要）
顧客企業のＡ社からは2023年４月に脱炭素経営に関する相談があり、これまで経営層に向けて１回、基本的な勉強会を開催した。
また、〇〇エリアに立地する顧客企業は、大手〇〇メーカーのサプライヤーが多く、今後取引先からGHG算定要請を受ける可能性がある。
●顧客企業等に対して実施してきた脱炭素経営に関する支援実績（無い場合は記入不要）
〇〇協会として中小企業向け脱炭素経営ウェビナーを2023年〇月に開催した。
〇〇支部としては前述のように顧客企業からの相談に応じて個別にハンズオン支援を実施することとしている。
これまで〇〇支部に寄せられた相談は〇件である。



	（５）本モデル事業で構成企業と取り組みたい内容

	本モデル事業で
想定している取組内容
※別途資料を作成・添付いただくことで省略可
	※構成企業に対しどのような働きかけ・連携取組を実践しようとしているのか、現時点での構想
本モデル事業では、まず構成企業の経営層に対する意識醸成のための研修会を開催したい。その上で、従業員向けの研修会を開催し、構成企業内の担当者任命と社内協力体制を構築したい。
事業期間の後半では、〇〇支部オリジナルの算定用フォーマットを作成し、エネルギー使用量（伝票）の収集・整理およびScope1,2排出量算定の実習を試行したい。



	（６）本モデル事業の成果の活用への同意

	本モデル事業を踏まえて、環境省はガイドブックの策定を予定しています。
企業秘密の情報を除き、本事業での成果を環境省が活用させて頂くことに同意いただき、右記の「同意する」に○を記入ください。
	同意する

	環境省による本モデル事業の成果の活用について、現時点で懸念されている点や、配慮が必要な事項がある場合は、ご記入ください。
	特になし



パターン②　別添（パターン②の構成企業各社に記載いただくもの。未打診企業については記入不要。）
	（７）構成企業の申請責任者（未打診の場合は企業名のみ記載）

	ふりがな
	△△

	企業名 (和名)
	△△会社

	部署名等
	△△生産本部

	役職等
	本部長

	ふりがな
	△△△△　△△△△

	氏名
	△△ △△


	（８）構成企業の連絡担当者  （2名までご記入いただけます）

	
	担当者<1>
	担当者<2>

	部署名等
	△△生産本部
	

	役職等
	係長
	

	ふりがな
氏名
	△△△△　△△△△
	

	
	△△ △△
	

	e-mail アドレス
	xxxx@xxx.co.jp
	

	電話番号
	098-765-4331
	

	住所
	〒765-4321
△△県△△市△△町　X番地X
	〒



	（９）構成企業の脱炭素経営に関する取組状況

	脱炭素経営に関する取組状況
	構成企業の脱炭素経営に関する取組状況
※排出量の算定、再エネ導入・省エネの実施等について、可能な範囲で記入ください】
△△会社ではこれまで、節約観点から空調機器の温度設定の徹底や、エコドライブの推奨など省エネ対策を実施してきた。昨今のカーボンニュートラルに関する動向を見て、社長が〇〇協会へ脱炭素経営について相談したことが契機となり、これまでに〇〇協会による勉強会開催や、経営層がウェビナーに参加するなど、基本的な知識を習得してきたところである。
温対法や省エネ法の対象事業所ではなく、これまで排出量の算定は実施したことがない。本モデル事業で〇〇協会からレクチャーを受けたいと考えている。



	（10）本モデル事業の成果の活用への同意

	本モデル事業を踏まえて、環境省はガイドブックの策定を予定しています。
企業秘密の情報を除き、本事業での成果を環境省が活用させて頂くことに同意いただき、右記の「同意する」に○を記入ください。
	同意する

	環境省による本モデル事業の成果の活用について、現時点で懸念されている点や、配慮が必要な事項がある場合は、ご記入ください。
	特になし



以　上
1

